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はじめに
コーポレート・コミュニケーション（corporate communication）は，明確で訴求力の高いイメー
ジをステークホルダーに植えつけ，強いコーポレート・ブランドを構築する。さらに，コーポレー
ト・レピュテーションの維持，向上，毀損の回避・回復において重要な貢献を果たす。それゆえ，
コミュニケーション能力の向上は，レピュテーション・マネジメントにおいて最も大切な要素の１
つである。コーポレート・コミュニケーションの最大の目的は，コーポレート・レピュテーション
の構築にあるともいえる。
企業内部の経営者を支援する管理会計の立場からコーポレート・レピュテーションの研究を進め
てきた著者にとって，対外的な問題に深く関連するコーポレート・コミュニケーションの研究は，
著者のアプローチとは対極にある。しかし，それだからこそ，コーポレート・コミュニケーション
が何を意味し，経営においてどんな役割を果たしているか，コーポレート・レピュテーションとは
どんな関係にあるのか，限界があるとすればそれは何かといった研究が不可欠である。そこで，管
理会計の立場からするコーポレート・コミュニケーションの研究はそれなりの価値があると考える
のである。
本稿では，まず，コミュニケーションの研究が，領域の違いによってマネジメント・コミュニケ
ーション，マーケティング・コミュニケーション，組織コミュニケーションに区分されることを明
らかにする。次に，コーポレート・コミュニケーションとコーポレート・レピュテーションの関係
を検討する。続いて，コーポレート・コミュニケーションの意義・目的とコミュニケーションの双
方向性とアカウンタビリティ，効果測定について考察する。最後に，コーポレート・コミュニケー
ションを成功に導くための留意点を述べる。
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図１ レピュテーションを高めるためのコミュニケーションの役割
１ マネジメント・マーケティング・組織コミュニケーション
コミュニケーション（communication）とは，言葉，記号，身振り等で情報，知識，感情，意志を
交換することである。コーネリッセン［Cornelissen, ２００８, p.１０］は，コミュニケーションのこと
を簡潔に「内部・外部のグループとコミュニケートするために用いられる戦術とメディア」と定義
づけている。
1 コミュニケーションの意義と分類
コーポレート・レピュテーションは，経営者および従業員の過去の行為の結果，および現在と将
来の予測情報をもとに，企業を取り巻くさまざまなステークホルダーから導かれる持続可能な競争
優位である。企業はもとより政府や自治体がそのレピュテーションを高めるには，レピュテーショ
ンを高めるための組織による内部努力が必要である。しかしそれと同時に，評価は組織を取り巻く
さまざまなステークホルダーによって導かれるのであるから，組織が内外のステークホルダーに発
信（コミュニケート）する情報は，組織のレピュテーションを高めたり低下させたりする。図１を
参照されたい。
コミュニケーションの効果は，マネジメント（経営者・管理者）の発信能力の如何に関わる問題で
ある。同時に，マーケティングの方法も大きな影響を及ぼす。加えて，組織の問題でもある。つま
り，コミュニケーションは，マネジメント，マーケティング，組織に密接に関わっている。
2 専門領域の違いとコミュニケーション
現時点で，世界のコーポレート・レピュテーションの研究をリードしているのは，フォンブラン
（Charles Fombrun）とファン・リール（van Riel）である。２１世紀に入ると，両教授は２つの著作
を発表している。経営学の立場から執筆された前著［Fombrun and van Riel,２００４］に続いて，２００７
年にはコミュニケーションを専門とする立場から執筆［van Riel and Fombrun,２００７, p.１４―２１］さ
れた。この著書では，学問領域の違いからコミュニケーションを３種類に区別した。マネジメント・
コミュニケーション（経営学，戦略論），マーケティング・コミュニケーション（マーケティング），
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図２ コミュニケーションの３つの領域
組織コミュニケーション（組織論）がそれである。図２は，日本の実態を反映させて３つのコミュ
ニケーションの例示と典型的な担当組織を図示している。
１）マネジメント・コミュニケーション
マネジメント・コミュニケーション（management communication）とは，企業のあらゆる階層
の経営者・管理者（マネジメント）と内部・外部の人々との間のコミュニケーションである。たと
えば，経営者のスピーチは内部・外部の人々に影響を与える。会議の参加者，ロビイスト，消費者
に強いインパクトを与えて，レピュテーションの向上に大きな貢献を果たす。最近では，マネジメ
ント・コミュニケーションをサポートするため，PR, IR，環境コミュニケーション，組織のイメー
ジ広告，従業員コミュニケーションの専門家に依頼して，経営者のスピーチの原稿にアドバイスを
求めることも多くなった。
日本 IR協議会（HP）によれば，IR（investor relations；投資家への広報活動）とは「企業が株
主や投資家に対し，投資判断に必要な情報を適時，公平，継続して提供していく活動全般」であっ
て，IRによって「企業は IR活動を通じて投資家等と意見交換することで，お互いの理解を深め，
信頼関係を構築し，資本市場での正当な評価を得ることができ」，また「逆に外部からの厳しい評
価を受けることで，経営の質を高めることができる」としている。日本では１９９０年代の後半から IR
に多くの企業が急速に力を入れてきた。ただ多くの日本企業のエグゼクティブは株主そのものより
も「証券アナリストや格付機関などへの対応が重視される」［猪狩,２００８, p.１１］結果，現実には従
業員，顧客，あるいは研究開発による持続的発展が忘れられていることもあることは，由々しき事
態である１）。
担当部署は社長室や広報部が最も多いが，CSR部（室），人事部，社長・副社長などのエグゼク
ティブであることもあり，日本では担当組織としては多様である。いずれによる場合でも，最終的
な責任は CEOないし社長が深く関与する体制にしておくことが必要である。
２）マーケティング・コミュニケーション
マーケティング・コミュニケーション（marketing communication）は，製品の販売，サービス
の提供，ブランドを支援する。ほとんどすべての論者が認めているのは，広告活動がコミュニケー
ション・ミックスの重要な構成要素として，販売担当責任者と流通業者を支援しているということ
である。
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販売促進はメディア広告の付加的活動だとされることがある。ダイレクトメールは郵便を活用し
た直接的な広告活動である。販売促進活動では，予算の大部分は個人販売と販売管理費に費やされ
る。販売促進活動の著しい特徴は，個々のクライアントのニーズを満たすために，クライアントの
ニーズに合致した商品を迅速に提供することにある。販売促進活動の結果は直接的に財務業績に結
び付くケースも少なくない。そのため，他のコミュニケーション手段に比べると，コミュニケーシ
ョン効果の測定は比較的容易である。
大多数の論者は，マーケティング志向のPRをもってマーケティング・コミュニケーションの１
手段だと見ている。ケラー［Keller,２００３, p.３２１］によれば，パブリシティ（publicity；広報・宣
伝活動）とは，新聞発表，メディアインタビュー，共同記者会見，特別商品，ニーズレター，写真，
映画，テープなどのように，非個人的なコミュニケーションであるという。換言すれば，ラジオ，
テレビなど公的なメディアを使って，製品，サービスなどの需要を喚起することである。会社のコ
ミュニケーション予算の大部分は，マーケティング・コミュニケーション，とくに広告費に費やさ
れる。
マーケティング・コミュニケーションの社内組織としては，日本では広告宣伝部が最も多い。し
かし，その場合でも重要な決定では社長か副社長が会社の経営戦略との関係で共感性，論理性（一
貫性），真実性という側面から必ずチェックすることがレピュテーション・マネジメントのために
は必要である。
３）組織コミュニケーション
組織コミュニケーション（organizational communication）には，PR, IR，会社のイメージ広告，
環境コミュニケーション，内部コミュニケーションなどが含まれる。組織コミュニケーションは多
様な内容からなるが，ファン・リール等［van Riel and Fombrun,２００７, p.２０］は次の４つの点で共
通項があるという。それは，株主，証券アナリスト，規制者など会社との関係が問題になる。
長期的視点に立脚し，売上高増大を直接には意図しない。メッセージの内容は公的で公式なもの
が多く，誇大広告や宣伝は慎まれる。メッセージの発信先が一般に外部のステークホルダーから
始められる。
マーケティング・コミュニケーションとの違いについて，カヴィー［Covey,２００３, p.１４５］は次
のように述べている。まず，マーケティング・コミュニケーションは商業的に狙いをつけた消費者
を対象にする。一方，組織コミュニケーションでは，内部コミュニケーションに焦点がおかれる，
外部のすべてのステークホルダーも対象になる，親会社と子会社との間のコミュニケーション
にも重要な役割が認められる，多様なコミュニケーション・チャンネルを包含することでマーケ
ティング・コミュニケーションとは区別される。
パブリック・リレーションズ（public relations，広報；以下，PR）は「会社のイメージや個々の
製品の販売促進または保護するように企画されたさまざまなプログラムのこと」［Kotler and Keller,
２００９, p.５１２］である。PRには，社内的に会社の従業員との間のコミュニケーションだけでなく，
対外的に消費者，他の企業，政府，メディアへの情報発信も含まれる。PRには，報道対策，年次
報告書，基金の拠出，会員募集，ロビー活動，特別なイベント管理，パブリック・アフェアーズ２）
などが含まれる。パブリック・リレーションズとかパブリシティの効果は，企業の目標達成能力に
対して実際にまたは潜在的に利害関係または影響力を及ぼしうることである。
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図３ 共通の出発点を基礎にしたコミュニケーションとレピュテーション
内部コミュニケーションは仕事上の満足感（job satisfaction；やりがい）とどんな関係があるか。
グルニック［Grunig,１９９２, pp.５３２―５７５］は，実証研究をもとに，双方的なコミュニケーションが
ある限り，内部コミュニケーションが従業員のやりがいを高め，職場活動の質を高めることを明ら
かにした。仕事のやりがいが高まれば，長期欠勤率，離職率，安全性記録，健康指標といった成果
指標に影響を及ぼし，結果として，財務業績にも影響を及ぼす可能性もある。
組織コミュニケーションの担当組織は，副社長直属の広報部門が当たることが少なくない。最近
ではインターネット広報にどの会社でも大きな力をおき始めている。そのため，CIO（Chief Informa-
tion Officer；情報戦略統括役員）も広報に関与するケースが増加している。さらに，CSRの普及
によって，CSR室に広報活動の任務の一端を担わせているケースもある。従業員を対象にした社
内広報活動は，人事部が担当する。
3 コミュニケーションとコーポレート・レピュテーションの関係
すぐれたコミュニケーションたりうるためには，ビジョンや戦略，リーダーシップ，コーポレー
ト・アイデンティティ，コーポレート・ブランドが確立されていなければならない。その共通の出
発点から，各種のコミュニケーションを通じて，コーポレート・レピュテーションの向上に貢献す
る。図３は，ファン・リール等［van Riel and Fombrun,２００７, p.３５］を参考にして，コーポレート・
コミュニケーションと社内の内的な整備状況との関係を示している。
戦略，CI（corporate identity），イメージを共通の出発点として，調整されたアカウンタビリテ
ィをもとに，核となるコミュニケーションの原則が作成される。その原則をベースにして，マネジ
メント・コミュニケーション，マーケティング・コミュニケーション，組織コミュニケーション３）
が実施される。図３では，コミュニケーションの出来栄えいかんがコーポレート・レピュテーショ
ンに影響を及ぼす関係を表示している。
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２ コーポレート・コミュニケーションの意義・目的
企業は，互いにコミュニケートをする人々のネットワークから成り立っている。企業でコミュニ
ケーションは縦と横，内部と外部，公式と非公式に行われる。コミュニケーションは対外的な問題
だけを扱うわけではない。従業員は，社内では仲間との間で，また各階層の経営者と，さらには外
部のステークホルダーとの間でコミュニケーションをとりあう。企業内でのコミュニケーションは
必ずしも仕事オンリーのためとか企業目的の達成のためにのみ行われるわけではない。しかし，す
べてのコミュニケーションは，企業とその活動に関する参加者や観察者の知覚に影響を及ぼし，し
たがってコミュニケーションの結果は企業のイメージ，ブランドおよびレピュテーションに著しい
影響を及ぼす。
1 コーポレート・コミュニケーションとは何か
コーポレート・コミュニケーションとは，アージェンティとフォーマンによる「各方面の情報の
受け手ないし構成要員によって多くの人々によって発信されてきた，会社についての意見やイメー
ジを意味し，それにはコーポレート・レピュテーション，企業広告と企業支援，社内コミュニケー
ション，IR，対政府関係コミュニケーション，メディア管理，危機対応コミュニケーションを含む」
［Argenti and Forman,２００２, p.４］と定義づけられる。
コーポレート・コミュニケーションという用語自体は，アメリカでも決して古くから使われてき
た用語ではない。１９７２年に Fortune 誌の主催でコーポレート・コミュニケーションのセミナーが開
かれたときに初めて用いられたのが最初であるとされる。Fortune 誌［最上潤訳,１９８１, p.７］によ
れば，このときに発表された論文がアメリカの経営層の間に多大な関心を呼んだのだという。
あたかも民主党による１９７２年６月に発覚した盗聴事件「ウォーターゲート事件」において，パブ
リック・リレーションズ（PR）を事件のもみ消し工作にニクソン大統領が使ったことから，パブ
リック・リレーションズに変えてコーポレート・コミュニケーションなる言葉が使われるようにな
ったと思われる。しかし，このような解釈は誤解を生む危険性がある。パブリック・リレーション
ズがコーポレート・コミュニケーションのルーツであり，パブリック・リレーションズの用語は，
猪狩他［２００８, pp.２７２―２７９］なども明らかにしているように１８９０年代からの長い歴史を持つからで
ある。
ただ，コーポレート・レピュテーションの視点が経営トップとコミュニケーション専門家によっ
て用いられるようになったのは１９８０年代以降４）のことである。最近になって，コーポレート・コミ
ュニケーションは会社のイメージ広告を通じてコーポレート・ブランドやレピュテーションを高め
るものとして認識されてきた。
コーポレート・コミュニケーションでは，企業における企業内部および対外的なコミュニケーシ
ョンを推進する。コミュニケーションの専門家が統一的に調整された戦略的フレームワークに従っ
て，コーポレート・コミュニケーションを整備・充実させることができる［van Riel and Fombrun,
２００７, p.２５２］。コーポレート・コミュニケーションには，前述したマネジメント・コミュニケーシ
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ョン，マーケティング・コミュニケーション，組織コミュニケーションの分類がそのまま妥当する。
現代の社会でコーポレート・コミュニケーションが果たしている役割は，組織文化，企業の発展
プロセス，ビジョンと戦略，リーダーシップ，ブランド，CIなどの与件と企業努力を共通の出発
点として，マネジメント・コミュニケーション，マーケティング・コミュニケーション，組織コミ
ュニケーションを通じてコーポレート・レピュテーションの向上に多大な役割を果たしている。
2 コーポレート・コミュニケーションにおける情報共有と教育訓練
コーポレート・コミュニケーションを全社的な観点から見ると，学際的で教育的なマネジメント
領域として位置づけることもできる。そこで，コーポレート・コミュニケーションを効果的に遂行
するには，可能な限りチームワークを活用することが必要になる。コーポレート・コミュニケーシ
ョンを遂行するにあたって重要な課題として，次のものが含まれる。
１）企業の目標を明確にし，それを経営者および社員が共有すること。
２）誰がどの仕事をすべきかの役割を明確化し共有すること。
３）仕事の内容や打ち合わせ内容の手順や進め方を共有すること。
４）適切な戦略や意思決定ができるように，手続きを明確に文書化して，経営者と社員が共有する
こと。
以上の責任業務を果たすことは，コーポレート・レピュテーションの向上に貢献しうる。レピュ
テーション・マネジメントにおけるコーポレート・コミュニケーションの役割を適切に遂行するに
は，コミュニケーション担当スタッフのスキルの向上と教育訓練が重要である［Hannington,２００４,
pp.１２３―１２４］。ただ，その教育訓練は講義型の研修ではなく，体験学習型の研修を行うことで数多
くの“気づき”を与えてくれる教育訓練が望まれる。
コーポレート・コミュニケーションが効果を発揮できるためには，外部イメージの改善だけでな
く，経営者と従業員が行う企業内部の活動も誠実かつ適切なものでなければならない。コーポレー
ト・コミュニケーションの担当者はただ単に機能別の仕事ができるというだけではなく，組織目的
を達成すべく，診断的で経営の変革にも貢献する能力を身につけていることが必要である。
コーポレート・コミュニケーションの推進が本稿にとってもつ重要なメッセージの１つは，円滑
なコミュニケーションが企業価値の一構成要素としての組織価値を高める効果があるということで
ある。経営者・従業員の間で情報共有を高めることで企業への参加意識が高まり，若い社員の発言
が経営に取り入れられて生産方式や経営上の改善や変革をもたらす結果，企業の組織価値が高まる。
このことは，社内の生産性を高めて企業価値を増大する側面があることも無視されてはならない。
3 コーポレート・コミュニケーションの方法
コーポレート・コミュニケーションはいろいろな方法で行われる。その方法として最もよく行わ
れるのは，ビジュアルアイデンティティ・システム，統合マーケティング・コミュニケーション，
調整チーム，およびコミュニケーション計画システムである。
コーポレート・コミュニケーションのレピュテーションへの貢献
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１）ビジュアルアイデンティティ・システム（visual identity system）
企業はコミュニケーションを通じて自らを表現する。それゆえ，ビジュアルアイデンティティ・
コミュニケーション（視覚に訴えるコミュニケーション）は，企業全体をまたがるコミュニケーシ
ョンを統合するための重要なツールとなる。ファン・リール等［van Riel and Fombrun,２００７, p.２７］
によれば，２０世紀の変わり目の頃，すでに産業デザイン専門家は，共通の名称，トレードマーク，
グラフィックスとロゴ（ナイキの swoosh），音声（ハーレーダビッドソンのエンジンとかスタイン
ウエイのピアノ），匂い（シャネル）を活用したという。爾来，衣類，家具，建築などの産業では
統一的なシンボルをもつアイデンティティ企業が現れるようになった。
２）統合的マーケティング・コミュニケーション
統合的マーケティング・コミュニケーション［Doorley and Garcia,２００７, p.２６９］とは，顧客の
ニーズ，モチベーション，態度，行動を理解することで，個人に対するマーケティングを強調して，
顧客などすべての他のステークホルダーと良い関係を築くための組織化されたコミュニケーション
のマネジメントのことである。その特徴は，顧客志向で，消費者との情報交換はデータにもとづく
方法を採用していることにある。
マーケティング文献では，１９５０年代から統合の努力がなされてきた。典型的な事例では，価格，
製品，流通（または立地），販売促進からなる４Psがよく知られている。マーケティングにとって
重要なことは，このマーケティングの概念が顧客中心のモードで推進されてきたことである。
当初，“統合”とはマーケティング機能と専門の学問領域の調整を意味していた。しかしその後，
統合の概念は，顧客ロイヤルティーを高めるためにすべての機能部門によって行われる補完的な活
動を含むように拡張されてきている。
３）調整チーム
統合を促進するいま１つの方法は，調整チームの利用である。ここで調整チームは，会社全体を
通じて活動するコミュニケーション部門の代表がワーキング・グループか推進委員会を結成して，
共通の方針を樹立しその実行を共同で評価する。
４）コミュニケーション計画システム
コミュニケーション計画システムとは，内部・外部のステークホルダーにターゲットを絞って，
コミュニケーションのプロジェクトを作成し実行するための自動化されたツールである。コミュニ
ケーション計画システムは，会社全体のコミュニケーションのプログラムを必要とするプロジェク
トを実行するために用いられる。また，会社のスポンサーがついた活動，年次報告書の作成，ある
いは内部のニュースレターの作成にも活用できる。
コミュニケーション計画の作成に関して，ダウリング［Dowling,２００２, pp,１３４―１３９］は，組織目
標の確認と予算編成，会社の現状の分析，調査，目標とする情報伝達の対象と活動の目的設定，コ
ミュニケーションの目的の明示，創造的な戦略の策定，メディア戦略と統合的マーケティング・コ
ミュニケーション，キャンペーンの追跡と評価の順で計画システムの検討という順序でコミュニケ
ーション計画を設定すべきであるという。
4 レピュテーションを高めるコーポレート・コミュニケーション
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コーポレート・コミュニケーションといいうるためには，次の５つの条件が備わっていなければ
ならない。第１に，外部だけでなく内部コミュニケーションを含むこと，第２に，製品やサービス
だけでなく企業ないし事業を含むすべての組織が対象になること，第３に，戦略的計画に基づいて
企業の組織内・組織外すべてのコミュニケーションに整合性があること，第４に，企業を取り巻く
ステークホルダーとの関係が重要な意義をもつこと，第５に，PRだけでなく，IRを含むこと。こ
のような条件を備えた定義づけとして，ファン・リール等［van Riel and Fombrun,２００７, p.２５］は，
レピュテーションの立場からコーポレート・コミュニケーションを「会社と関係のあるステークホ
ルダーと良好な出発点を生み出せるように，すべての内部・外部コミュニケーションを管理し全体
として整合性ある一連の活動」と定義づけている。
コーポレート・コミュニケーションでは，ブランドとコーポレート・レピュテーションを保持し
向上させるという目的をもって，レピュテーション専門家とゼネラリストとしての経営者など，多
様なバックグラウンドをもつ人材によって推敲された情報発信を行う。対外的な情報発信だけでな
く企業内部への情報発信も重要である。経営者の重要な役割の１つは，組織目的の達成のため自社
の目的が何であるかを語り，その目的に向かって従業員が努力するように従業員をモティベート（動
機づけ）することである。それゆえ，従業員に組織目的を受容させるうえで経営者がもたねばなら
ないスキルの１つが，コミュニケーション能力であるといっても過言ではない。
コーポレート・コミュニケーション担当者ないし PR担当者は，企業の最終的成果である当期純
利益の増大に貢献することが期待される。そのため，アージェンティとフォアマンは，コーポレー
ト・コミュニケーションの共通の目的は，利益の増大にあるという。彼らはまた，利益を増大させ
るために，コーポレート・レピュテーションを向上［Argenti and Forman,２００２, p.４７］させる必
要があると述べている。
３ コミュニケーションの双方向性とアカウンタビリティ
コミュニケーションにおけるメッセージの発信は，迅速であることはいうに及ばず，共感性，信
頼性，一貫性が不可欠である。共感性は対話型ないし双方向性のコミュニケーションによって確保
できる。信頼性は，コミュニケーションの内容が真実であることが要請される。信頼性を高めるに
は，一貫性がなくてはならない。発信される情報のコンテンツには階層性があるから，どの階層へ
の発信情報であるかを十分に検討して情報発信することが求められる。さらに，発信する情報には
アカウンタビリティが要求される。アカウンタビリティを高めるには，コミュニケーションは費用
対効果の高いものでなければならない。
1 コミュニケーションの双方向性と真実性
コーポレート・コミュニケーションは，コーポレート・レピュテーションの向上，維持，毀損さ
れたレピュテーションの回復・修復に大いに貢献する。ただし，発信される情報が真実であること
が条件になる。つまり，コミュニケーションでは，真実な情報が発信されなければならない。では，
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真実に近い
信頼性の高い
組織の広報
双方向
対称のコミュニ
ケーション
完全に真実とは
いえない
広告会社による
（プロパガンダ）
双方向
非対称のコミュニ
ケーション
一方向のコミュニ
ケーション
双方向コミュニ
ケーション
図４ コミュニケーションの４つの視点
真実な情報とは何か。真実な情報は，情報が双方向か一方的な情報かで異なるのか。このテーマに
関して，J．グルニックと L．グルニック［Grinig, J. and L. Grunig,１９９２, pp.２８５―３２５］は，コミュ
ニケーションの分野を４つの象限に区分した二次元のフレームワークを提案してきた。
１つの軸（横軸）には，企業がステークホルダーと一方向または双方向の情報交換に携わるべき
かを選択する。いま１つの軸（縦軸）では，その業務活動と目的に関連して，真実に近い情報を明
らかにしているかそれとも完全に真実とはいえないないかで異なる。グルニック等の見解とファ
ン・リール等［van Riel and Fombrun,２００７, p.２０］によって描かれた図解を参考に，著者なりに要
約すれば，図４のように４つの視点を描くことができよう。
広告会社（press agentry）によるプロパガンダ（悪い意味を含む宣伝）を含む情報は，スポーツ，
劇場，製品の販売促進［Grunig, J, and L. Grunig,１９９２, pp.３０３―３０４］においてみられる。プロパガ
ンダはコミュニケーションの立場からすると最も好ましくない。その理由は，情報が一方向で反論
や議論の余地がないし，企業はその活動に関して完全な真実を伝えないからである。プロパガンダ
は多くの場合，巧妙な惑わしを含む情報を伝達する可能性がある。
電通や博報堂といった確立した広告会社が報道するメッセージは，概ね真実に近いので，グルニ
ック達の指摘は日本では完全には妥当しない。しかし，朝刊とともに入ってくる不動産情報に関す
るチラシには，プロパガンダが数多く含まれていることは多くの人々が経験から認識していること
である。
公報（public information）もまた，一方向のコミュニケーションである。しかし，企業は真実な
メッセージを発信しようと試みる。医療機関など安全と健康に携わる経営者と従業員が発信する情
報は，この種のコミュニケーションの典型的な事例である。日本では，電力会社，鉄道，裁判所の
信頼性が高い［池田，２００６，p．３２］ことが調査によって知られている。それは多くの生活者が過
去の経験から，これらの組織による活動に信頼性をおいているからである。
双方向非対称（two-way asymmetrical）のコミュニケーションでは，メッセージの内容は不完全
でしかない。その理由は，企業は正確なメッセージを発信したにしても，対話が不完全でしかない
からである。一例をあげれば，科学的な証拠を使って利害関係者にメッセージを伝達することがあ
る。最近の製薬会社の広告では，薬剤の健康上の効能を経験談として雄弁に語るが，メッセージを
受けた生活者からの反論は全く期待されていない。同様に，外国製の健康器具の効用をテレビの深
夜番組（テレビショッピング）で得々と話す外国人出演者を見ることが多いが，その真偽のほどを
確認することも反論することもできない。著者は総務省による独立行政法人の評価を自民党時代に
櫻井通晴
10
経験したことがるが，大多数の独立行政法人がまじめに業務を遂行しているにも関わらず，一部の
省庁，一部の独立行政法人の無責任体制によって，多くの国民がすべての独立行政法人が非能率で
あるかのように思わせるようなメディアの報道のあり方には残念に思われてならない。
双方向対称（two-way symmetrical）のコミュニケーションでは，情報の発信者も受信者も自由
闊達な情報交換が可能である。互いの見解は真実のみが語られる。情報交換は，状況に関して共通
の理解が得られるように，相互が尊敬の念をもって当たる。日本の独立行政法人はいままさにメデ
ィアの餌食にされている感が強いが，アメリカでの実証研究によれば，エージェンシーのなかでは
双方向対称のコミュニケーションを行っているところがある［Grunig, J, and L. Grunig,１９９２, p.
３０５］という。
2 コミュニケーションのアカウンタビリティと測定可能な基準
メッセージには，共感性だけでなく信頼性がなければならない。換言すれば，コミュニケーショ
ンにはアカウンタビリティが必要である。
ファン・リール等［van Riel and Fombrun,２００７, pp.３４―３５］は，コーポレート・レピュテーショ
ンが成功するか否かは，会社が３つのレベルでアカウンタビリティ―コーポレート・アカウンタビ
リティ，スペシャリスト・アカウンタビリティ，調整されたアカウンタビリティ―を保持できるか
にかかっているという。なお，会計学でアカウンタビリティといえば，会計責任を意味しているが，
ここでアカウンタビリティとは，説明責任の意味である。
コーポレート・アカウンタビリティ（corporate accountability；会社全体の説明責任）では，会
社全体のために良好なレピュテーションを構築するという視点から，コーポレート・コミュニケー
ションのすぐれた効果を示す。コーポレート・アカウンタビリティによって，すべての機能別領域
において真実で一貫性のあるコミュニケーション構造が形成される。コーポレート・アカウンタビ
リティの前提条件は，有力な連合体の一部になり，会社のためにコーポレート・コミュニケーショ
ンの付加価値を例示しうることである。コーポレート・レピュテーションに関する信頼性の高い情
報を提供することは，コーポレート・アカウンタビリティの役割である。
スペシャリスト・アカウンタビリティ（specialist accountability；専門家の説明責任）では，機
能レベル（通常は部門レベル）で，適用すべき手続きと用いられるべき成功基準を記述したマニュ
アルを作成するのがよい。専門家スコアカードを用いて，目標とするステークホルダーに定性的・
計量的結果を提示して，コーポレート・コミュニケーションの全般的な成功の確率を高めることが
１つのすぐれた方法となる。
調整されたアカウンタビリティ（coordinated accountability；活動の調整をめぐるアカウンタビ
リティ）において，すべてのコミュニケーション専門家が専門的なコミュニケーションを実行する
ために，同じ核となる原則を作ろうとするときに，調整が必要となる。会社のコミュニケーション
政策は，その核となる原則をもとに行われるのが望ましい。調整されたアカウンタビリティでは，
コーポレート・アカウンタビリティ，スペシャリスト・アカウンタビリティを調整して，核となる
コミュニケーションの原則を作成し，個々のコミュニケーションはこの原則に基づいて発信するよ
うにするのが理想である。
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ケチャムの効果測定尺度
レベル１ 基礎レベル
測定尺度； アウトプット
レベル２ 中間レベル
測定尺度； 達成度
レベル３ 高度なレベル
測定尺度； 態度の変化
メディアの選定 印象
目標とする対象
需要 認識 理解 記憶
知識の変化 態度の変化
行為の変化
図５ PRの効果測定―ケチャムの効果測定尺度
3 コミュニケーションの効果測定
コミュニケーションがアカウンタビリティを高めるには，コミュニケーションの実施が高い効果
をあげることが期待される。しかし，決算数値などとは違って，コミュニケーションの効果を計数
で測定することは困難である。そのため，数多くの研究者と実務家はコミュニケーションの効果測
定のテーマに取り組んできた。デュムケ［Dümke,２００７,２８―３２］は４つの PR効果の測定法５）を提
示している。しかし，それらは残念ながらいずれも満足できるものではない。そこで本書では，同
書で紹介されているケチャム（Ketchum）が考案した PR測定のアプローチを紹介する。この方法
は２段階のプロセスからなる。
１）事前に予め定義づけてある特定の明確な目的と目標を設定する。
２）どの程度まで PRの目的と目標を達成できたかを決定するために，会社にとって重要な測定水
準を調査する。
図５は，ケチャムの効果測定尺度である。本書全体の流れのなかで，表現を変えたところもある。
レベル１では，PRのアウトプットを測定するための基礎レベルである。企業がメディアから受
け取る情報の範囲を測定する。具体的には，メディアの選定，印象，目標とする特定の目標対象を
受ける可能性を予測する。このレベルの測定には，たとえば，コンテンツ分析，セグメンテーショ
ン分析，および一般の人々の意見を聴取することなどが行われる。
レベル２では，PRの達成度（outgrowths）を測定する中間レベルである。達成度の測定では，
目標とする顧客に伝達したメッセージが受領されているか，そのメッセージに注意が払われている
か，メッセージを理解しているか，そのメッセージを何らかの形で所持しているかを測定する。こ
のレベルの測定には，たとえば，詳細なインタビュー，質問調査，検証モデルなどが行われる。
レベル３では，PRの成果（outcome）を測定する高度なレベルである。このレベルでは，PR活
動が会社，その製品／サービスに関して人々がどのように行動するかについての見解の変化を導い
たかを決定するために，知識の変化，態度の変化，および行為の変化を測定する。このレベルの測
定では，たとえば，事前と事後研究，データの多変量解析および実証的な研究が行われる。
ケチャムの PR効果の測定法は，必ずしも計数的な測定ではなく，“成果”の測定である。わが
国でも，日本パブリックリレーションズ協会理事・事務局長の青田浩治氏［２００３, pp.２―３］は，PR
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活動の戦略性をいかに高めるかという課題は実務の世界における普遍的なテーマであるが，成果（ゴ
ール）をどれだけ明確に設定できるか，イメージできるかが効果測定の前提にある課題であって，
成果の形については立場によって，部門のミッションによって考え方が異なると述べている。貨幣
数値での表現が困難なだけでなく，仮に貨幣数値で導かれるにしてもそれは信頼性に疑問があるた
めに，青田氏は成果での測定を提唱しているのであろう。では，PR効果の成果はどのように測定
するのか。
電通の PR・IRプラニング部長の兼坂京子氏［２００３, p.１２］は，PR効果を測定する際に，従来の
ような，記事の露出量だけに主眼をおくのではなく，質を見ていくこと，つまりはパブリシティを
量と質の両面から測定することで，PR活動を“plan-do-see”のサイクルで検証すべきだとしてい
る。換言すれば，PRが企業価値の向上にどれだけ貢献したのかという視点での効果測定が求めら
れるべきだと述べている。そして効果測定の機軸は「レピュテーション」，つまり企業の評判をど
う評価するかにあるといい，RQ（Reputation Quatioent）調査が活用されるべきだとしているので
ある。
４ コーポレート・コミュニケーションを成功に導くために
効果的なコーポレート・コミュニケーションは，どんな企業にとっても常に重要であるが，企業
が変革を意図しているときには特に重要性が高まる。コミュニケーション担当の経営者は，コーポ
レート・コミュニケーションを実施するにあたって，適切なスキルをもち，教育訓練を受けること
が必須である。発信する情報は，迅速で，かつ共感性，信頼性，一貫性がなければならない。
1 共感性と信頼性が高く一貫性のある迅速な情報発信の重要性
レピュテーション・マネジメントの実行計画から得られる重要なアウトプットの１つは，すべて
のステークホルダーに対して発せられるすべてのメッセージが多くの人々の共感を呼び，確実に信
頼できて，一貫性をもったものでなければならないということである。CEOの役割の１つは，明
確で十分に理解可能で，時宜を得たメッセージを発信することである。ただし，タイプ A６）の性格
をもつ人に時間と努力を過度にかけるのは，達成が困難な目的である。
北欧でコミュニケーション専門のコンサルタントに携わってきたハニングトン氏［Hannington,
２００４, p.４１］によれば，コミュニケーション担当の経営者がいかに優秀であっても，企業として首
尾一貫した情報とメッセージをもつような仕組みがないと，完成した情報は支離滅裂なストーリー
になる可能性があるという。そこで企業は，対外的な情報発信には常に真実を語り一貫性ある情報
提唱が可能な体制を構築していくことが大切である。
コミュニケーションと情報操作（spin, information manipulation）とは明確に区別されなければ
ならない。情報操作は，間違った情報を押しつける不正行為である。企業が情報発信するコミュニ
ケーションは，真実が語られねばならない。誠実さ，真実性をメッセージの受信者が感じ取り，そ
コーポレート・コミュニケーションのレピュテーションへの貢献
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こに信頼が生まれ，聞く者の共感を得ることができる。
情報発信のタイミングも重要である。正しいことをしても情報発信の時期を誤れば半分も正しく
なく，完全に失敗する可能性もある。トヨタが２０１０年にリコール問題で米下院監視・政府改革委員
会の公聴会に出席し質問に答えた。拙速は慎むべきである。しかし，豊田章男社長が正式にトヨタ
の立場を表明したのは，取り返し困難で問題があまりにも大きくなってからであった。社長の意見
表明の直後から株価が急騰したことからすれば，もっと早く社長自らがトヨタとしての見解を表明
していれば，あれだけの傷を負うことはなかったであろうというのが多くの専門家の一致した見解
である。
ナイキの「搾取工場」がコーポレート・レピュテーションに及ぼした影響については，すでに拙
著［櫻井,２００５, pp.２０６―２０７］で明らかにした。これをコーポレート・レピュテーションの立場か
ら見ると，どのような結論になるか。１９９０年代の初めにマイケル・ジョーダンを起用するとともに
１９９５年には CBSネットワークでジャック・ニコラスやアーノルド・パーマーを活用してエクセレ
ント・カンパニーに成長していったナイキであったが，ナイキの下請け企業が未成年者を１時間当
たり２０セント（約１５円）の低い賃金で１日１４時間労働をさせていることが発覚した。国際人権グル
ープから告白されるに及び，当初は事実を否認していたがやがてナイキのフィリップ・ナイト会長
は「他の会社だって海外労働者を酷使しているのではないか」と自己弁護を始めた。これが世論を
さらに沸騰させることになった。これによってナイキはその社会価値を大きく低下させ，不買運動
財務業績の低下をもたらした。つまり，コーポレート・コミュニケーションにおける不誠実な態
度が財務業績を悪化させ，企業価値を大きく損ねる結果になるのである。
2 コミュニケ―ションと知識，態度，行為（KAB）の変化
一般に，コミュニケーションが情報の受け手の知識，態度，行為（knowledge, attitude, behavior ;
KAB）に変化を起こすとき，コミュニケーションが成功したといえる。マーケティング・コミュ
ニケーションの領域の多くの論者がこの原則を強調する。しかし，ファン・リールとフォンブラン
によれば，それは必ずしも知識，態度，行為の順序で変化が見られるわけではない［van Riel and
Fombrun,２００７, pp.１４―２１］という。最初に行動ありきの衝動買いもある。
KABモデルをステレオタイプに適用するのは問題がある。ほとんどすべてのコミュニケーショ
ン活動は，伝達された情報が受け手の行為を変化させることを目的として行われる。実務的にいえ
ば，３つすべてに同時に影響を及ぼすことはほとんど不可能に近い。会社が３つを同時に変えさせ
ようとすると，結局はコミュニケーション活動そのものが失敗する可能性が大きい。
3 ジョンソン・エンド・ジョンソンのコーポレート・コミュニケーション
１９８２年にジョンソン・エンド・ジョンソン（J&J）社を襲ったタイレノール事件は，悪意をもっ
た外部の第三者のよって解熱鎮痛薬のタイレノールにシアン化合物が混入され，使用した７人が死
亡するという痛ましい事件であった。事件後，素早く２２００万本の製品の回収を行うとともに，マス
櫻井通晴
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コミへの積極的な情報公開を行った。専用フリーダイヤルの設置（事件後の１１日間で１３万６千件の
電話），新聞の一面広告，TV放映（全米の８５％に２５回露出）という徹底ぶりであった。さらに４
年後の１９８６年には２回目のタイレノール事件が発生したが，危機への対応が万全であったジョンソ
ン・エンド・ジョンソン社は危機の衝撃と同時に起きやすいパニックや組織の混乱を見事に切り抜
けた。
ジョンソン・エンド・ジョンソンが早期に信頼を回復した理由として，アージェンティとフォー
マン［Argenti and Forman,２００２, p.２４３］は，コーポレート・コミュニケーションの立場から成功
の理由として次の３点をあげている。第１は，損害は１億ドルを超えたものの，危険な商品をすべ
て店頭から撤去したこと，第２は，各方面の関係者（医者，メディアなど）を活用してブランドの
保持に努めたこと，第３に，法律や財務の観点ではなく，人命の重さを尊重した人間性ある対応で
ある。
ジョンソン・エンド・ジョンソンには社訓に相当する“わが信条”（our credo；社訓）がある。
同社はこのわが信条に基づいて，まず第１に顧客，第２に社員，第３に地域社会，第４に株主を重
視する会社である。日本人には当然と思われるが，株主を重視するアメリカの会社にしては極めて
稀有な会社である。著者はこの思想こそが当社の成功の秘訣であったと考えたい。同社メディカル
カンパニー広報部リーダーの伊東直哉［２００６, pp.１６―１７］によれば，“わが信条”を浸透させるた
めに，次の施策を行っているという。
１）メディカルカンパニーにおかれた「クレド―・オフィス」で社員への周知徹底を図っているこ
と，
２）“わが信条”の新入時での研修だけでなく，全世界の社員を対象に，“わが信条”が守られてい
るかの匿名による調査を実施していること，
３）２００１年からは，“わが信条”に従って，地域貢献活動を行うため，社会貢献委員会が設置され，
社員がボランティア活動を行っている。
このような努力の結果として，財務業績，株価ともに好調を維持しているだけでなく，ハリス・
インタラクティブ社の米企業好感度調査では，ジョンソン・エンド・ジョンソンは７年連続の首位
を確保していることが注目される。
4 ネット戦略―口コミサイト
日本のコーポレート・レピュテーションの本格的な研究は，本書の第２章で述べたとおり，口コ
ミから始まった。口コミはコーポレート・レピュテーションの一部ではあるが，すべてではない。
現在の日本では，新聞報道，雑誌，テレビ，ラジオなどの報道の果たす役割に比べて，口コミ・コ
ミュニケーション（word-of-mouth communication）の果たす役割も限界がある。以上から，コー
ポレート・レピュテーションの研究が口コミによる風評・風説の研究で留まっている限り，本格的
なレピュテーション・マネジメントにはなりえないと著者［櫻井,２００５, p.１６］は主張してきた。
しかし，現在では新たなタイプの口コミが有効な領域が広がりつつあることに注目すべきである。
地域によってレピュテーションに大きな影響を及ぼすこともある。それは，インターネット［宮木,
２０１０, pp.２０―２４］やマスメディアを活用したソーシャル・コミュニケーションである。
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チャイナ・コンシェルジュ社長の大西正也氏［２０１０, pp.９―１１］は，中国市場ではインターネッ
トによるソーシャル・コミュニケーションを利用すべきであるという。大西氏によれば，中国人は
紙媒体をあまり読まないが，インターネット人口は４億２０００万人（２０１０年８月現在７））と世界一で，
ブロガ―もアメリカを抜いて１億人を超えた。当然のことながら，ネット上の情報にも敏感で，口
コミサイトが無数にあるという。「日本のこの製品はダメ」とか「このホテルは良かった」という
情報が氾濫することになる。そこで，中国市場では，自社の製品・サービスがどう書き込まれてい
るかをリサーチして，たとえば「壊れやすい」という書き込みがあれば，「このように使えば大丈
夫」といった情報をさりげなく書き込むのもよい。あるいは中国にあるサイトやブログの専門業者
の力を借りる。さらに，低年齢層には「百度（バイドゥ）」，ビジネスマンや富裕層には「新浪網（シ
ンランワン）」といった有名どころのポータルサイトに広告を打つこともありうるという。
5 経営者の仕事とコミュニケーションに費やす時間
ミンツバーグは，著書『マネジャーの仕事』［Mintzberg,１９７３, pp.１０４―１０７］で，コーラン等の
研究を紹介して，企業規模によって経営者の仕事の内容は企業規模によって大きく変わってくるこ
とを明らかにした。小企業の経営者は，非公式のメディアをよく利用し，とくに電話をよくかけ
る（大型企業が６％であるのに対して小企業では１７％），予定の会議にはあまり時間をかけてい
ない，より多くの活動にかかわっていることを明らかにした。とくに注目されるのは，大組織と
小企業とでは，大組織では電話と会議（予定会議と臨時会議）に７５％もかけていたのに対して，小
企業では５３％でしかかけていなかったことである。いずれの場合でも，電話や会議などコミュニケ
ーションに関連する仕事に多くの時間を書けていることを明らかにした。
ルッシュ［Ruch,１９８４, p.１０１］もまた，アメリカの経営者の経営活動はコミュニケーションが主
要部分を占めているという。アメリカ人は作業時間の７０％をコミュニケーション―聞く，話す，読
む，書く（の順で）―に費やしているという。またアメリカのエクゼクティブは，９４％８）をコミュ
ニケーションに費やしているが，そのうち６９％に口頭の，５３％が対面コミュニケーションに，１６％９）
が電話に費やされているという。では，組織内と組織外とでは，どんな活動に費やされているのか
6 組織内と組織外のコーポレート・コミュニケーションの実際
コーポレート・コミュニケーションは組織内と組織外のコミュニケーションとで特徴を異にする。
そこで，組織内，組織外に分けて考察しよう。
１）組織内コミュニケーションの実際
日本経営協会［２０１０, pp.８―２９］による日本企業の組織内コミュニケーションについての調査１０）を
みると，PCメール（８０％）が最もよく用いられている。次いで，グループウェア（７１％），通達
文書（４２％），印刷社内報（３２％），携帯メール（２５％），テレビ会議（２５％）の順である。PCメ
ールは個人と個人のコミュニケーション，グループウェアは組織全体への一斉同報を主目的として
櫻井通晴
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いる。通達文書と印刷社内報はアナログのコミュニケーション手段の典型である。民間では PCメ
ールが主体であるのに対して，行政・自治体では，グループウェアが圧倒的な比率で第１位となっ
ている。
組織内のメディア管理の担当組織は，総務系（４１％），情報企画系（３７％），広報系（３２％），経
営企画系（９％），人事労務系（５％），営業系（５％）と，各種の組織におかれている。組織とし
て総務系が多いのは，従業員が３００名までの中小企業である。情報企画系が多いのは，従業員数が
５００から３，０００人の中堅企業である。広報系が多いのは従業員数が２０，０００人以上で断トツである。
組織内コミュニケーションというとき，どの範囲までが含まれるか。日本的経営の特徴である稟
議制度を取り上げてみよう。１９６０年に著者が経営学の授業を受けた時には，稟議制度が最も日本の
経営の遅れた部分であると断罪された。しかし，１９７０年代になると，一転して，日本的経営におけ
るすぐれた意思決定だとして特徴づけられるようになった。Fortune［最上潤訳,１９８１, p.１１］はコ
ミュニケーションという観点から見れば，「腹と腹のコミュニケーション」でありアメリカの企業
をもって合理性を尊重する個人単位の組織であるとすれば，日本の企業は「情緒的な集団志向性を
もつ助け合いの組織」である，としている。たしかに１９８０年代頃まではそのとおりであったが，現
代ではそのよき特徴が失われてきたことはまことに残念である。
組織内コミュニケーションに関連してわが国で大きな経営上の問題点となっているのは，組織内
コミュニケーションが年々弱体化していることである。先の調査では，組織活性化のために不可欠
（８９％），業績向上のために不可欠（４５％）だとして組織内コミュニケーションの重要性を認識して
いる経営者は，あった方がいいが不可欠ではない（４％）と，なくても困らない（１件，０．３％）
を大きく引き離している。日本の現状についてみると，組織内コミュニケーションに満足できない
（６６％）が，満足できる（３１％）を大きく上回っている。とくに注目すべき点は，部門間の横のコ
ミュニケーションが不足していることである。
２）組織外コミュニケーション
組織外へのコミュニケーションについて，件数で見てみよう。日本経営協会［２０１０, pp.３４―４９］
の調査では，WEBサイトの利用が圧倒的に多く，９６％もの企業がこれを活用している。あとは４０％
以下で，新聞広告（３７％），広報誌（３３％），事業案内（３１％），雑誌広告（２８％），メールマガジン
（２６％），年次報告書（２３％），テレビ広告（２１％），ラジオ広告（１５％），環境報告書（１５％）と続
いている。WEBサイトの利用が多いのは，景気低迷と関係があるのかもしれない。
以上，コーポレート・コミュニケーションの現状を総括すると，かつて，日本企業の強みの１つ
は，社員間の信頼の強さ，「飲ミニケーション」１１）を図ることで上司と部下との間の絆の深さにある
と，世界に誇ってきた。しかし，中村［２０１０, p.２］も指摘するように，近年の日本では，業務の
多忙化，人材の流動化，社員の個人主義化，IT機器の発展による仕事の分業化とコミュニケーシ
ョンの不足などの要因が日本の組織内コミュニケーションを困難にしている。加えて，メールでの
やり取りが中心になってきたため，対話で話す機会が少なくなっている。このことがチームの生産
性を低下させているという。著者はこの見解に同意する。
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7 コーポレート・コミュニケーションを活性化させるために
では，コミュニケーションを活性化させるには，何が必要であるか。学際的な視点から各種の提
案がなされてきたが，清宮［２０１０, p.１３］は効果的なコミュニケーションとして結果が現れるのに
は５つの特徴があるという。
１）対話型のコミュニケーション・スタイル コミュニケーションには，討議，会話，対話があ
るが，結果がでているのは対話型コミュニケーションである。
２）本質的問題・課題の共有 問題が何か。本質的な問題なのかについての共有が成果を生み出
す大切な点である。
３）関係性の整備 信頼性を軸にして結ばれたチーム形態が最も成果があがり，相乗効果も見込
まれる。
４）行動へのコミットメント 経営トップによる行動へのコミットメントが効果的なコミュニケ
ーションを後押しする。
５）コミュニケーションを支援するリーダーシップ アクションラーニング１２）を取り入れた会議
体が育成型リーダーであり，メンバー同士が学びあえる場になりうる。
日本企業の経営者は，対外的な発信能力に劣るといわれている。その理由の１つは，明日の利益
よりも今日の利益や，効率性の向上を狙った活動を支援することはあっても，コミュニケーション
のような，利益には直接結びつかない社会価値や組織価値を向上させるための投資を疎かにしてき
たからだとする意見が強い。コミュニケーションの不足は，個人の潜在的能力を引き出すことがで
きないばかりか，組織価値をも低下させる。また，組織内での発信能力が低ければ，対外的なコミ
ュニケーション能力も高くなるわけがない。そのことは，企業の社会価値を毀損する。長期的には，
企業の持続的発展に多大な影響を及ぼすことになる。コミュニケーションに関しても，人材の育成
が急務である。
まとめ
コーポレート・レピュテーションは，企業を取り巻くさまざまなステークホルダーから導かれる
持続可能な競争優位であって，ステークホルダーの評価がレピュテーション資産を構築し，企業価
値を増大させる。一方，企業内外への情報発信という役割を担うコーポレート・コミュニケーショ
ンは，企業内外のステークホルダーとのコミュニケーションを目的とする。対外的なコミュニケー
ションは主に社会価値を増大させ，企業内でのコミュニケーションは企業の組織価値を増大される。
コーポレート・レピュテーションを研究し整備したからといってすぐに財務業績（経済価値）を高
めることはない。しかし，コーポレート・コミュニケーションはコーポレート・レピュテーション
の維持，向上，毀損の回避に貢献し，企業の社会価値，組織価値を高めることで持続的成長を保証
し，長期的に企業価値の増大に貢献する。
では，コミュニケーションさえ十分であれば，レピュテーション・マネジメントは完璧であると
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いいきれるのかというと，決してそうではない。政治の事例を使うことは恐縮であるが，著者自ら
も会計研究者の一人として総務省所管の独立行政法人の評価・検討に参加した経験があるので，そ
れに関連する例をもって対外的なコミュニケーション能力だけではなく企業内部の充実の必要性を
説明したい。
菅直人首相は，２０１０年の参議院選挙において，消費税の導入を提唱した。しかし，選挙民の反撃
に会うと途端にコロコロと主張を変え，参議院選の惨敗を招いた。コミュニケーションには，共感
性（ないし受容性），信頼性，一貫性（ないし論理性）がなくてはならないのであるが，唐突に消
費税をもちだしたことで多くの選挙民は菅首相の提案を「共感」も「受容」もしなかった。メディ
アからの反撃にあうや次々と主張が変わり，「論理性」も「一貫性」も失った。しかも，消費税を
導入するという約束がいつの間にか導入の検討をすると変わったことや，その場限りに課税の最低
限度額の金額を２００万円，３００万円，４００万円・・・と変えたことで，国民の支持が得られないばか
りか，「信頼性」を一気に失った。その間，なぜ消費税導入の必要性を訴えたかの説明をすること
は全くなかった。あのとき仮に首相が「国民には負担を強いることになるが，負担を子供たちや子
孫に押し付けないで現世代の皆で知恵を絞って一緒に頑張っていこうではないか」と国民に呼びか
けて一歩も退かなかったら，全く異なった展開になったかもしれない。つまり，菅首相のコミュニ
ケーション能力の不足が参議院選の惨敗を招いた原因の１つと考えられるのである。
一方，蓮舫行政刷新相は，事業仕分けでスーパーコンピュータの開発を巡って「なぜ二番だとだ
めなのか？」のキャッチフレーズで一躍有名人になり，事業仕分けでの手腕を認められて初代の女
性首相の誕生が期待されているほどの高い評価を得た。この発言は，冷静に考えれば単に蓮舫委員
の科学技術への無知をさらけ出しただけであった。それにもかかわらず，メディアは彼女に高い評
価を与えた。菅首相とは逆に，高いコミュニケーション能力が現在の地位を築いたともいえる。
蓮舫行政刷新相のコミュニケーションの応力が高いから，行政刷新の能力，政治学・経済学など
内政に通じ必要なすべてに精通しているかに見える。だから，行政刷新相になったのであろう。し
かしホントにそうであろうか。自民党政権の時代から，会計学者数名を含め数多くの研究者が独立
行政法人のムダを検討するために問題点の検討を行ってきたのであるが，著者はその１人であった。
著者は，それらの積み重ねの成果があってはじめて新しい政権と蓮舫行政刷新相が独立行政法人の
コストカットにあれだけの成果をあげることができたのだと理解している。
つまり，すぐれたコミュニケーション能力が発揮できたからといって，内部の諸事情に通じたこ
とが証明されたわけではない。仮に行政刷新の基礎知識もなく政治運営に必要な政治学や行政学，
経済学の素養もない政治家が，高いコミュニケーション能力と容姿のゆえに大臣になったとしたら，
劇場型の政治は大きなリスクを抱えているといえるのではなかろうか。
以上のように考えると，コミュニケーション能力を高めることは極めて重要であるが，コーポレ
ート・レピュテーションを向上するうえで，コミュニケーション能力以上に重要なことは，一貫し
たビジョンや経営戦略，マネジメント・システムの改善，改革など企業内部の業務内容に精通して
いることだと考える。
それにしても，世界のコーポレート・レピュテーションの研究を見ると，現状はマーケティング
や PRなどのメッセージの発信の研究に関心が偏り過ぎているように思われてならない。企業自ら
が確固たる理念と戦略，すぐれた経営システムをもっていなければすぐれたコミュニケーションを
期待することはできない。そこで筆者は，管理会計のアプローチを用いて，いかに経営者と従業員
コーポレート・コミュニケーションのレピュテーションへの貢献
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による内部努力によってコーポレート・レピュテーションを維持，向上，毀損の回避，回復しうる
かを考察したいと思うのである。
注
１）この状況は，短期業績にのみ目がとらわれたたために日本とのビジネス上の戦いに敗れた多くの企業が現われた１９８０
年代後半のアメリカ企業と実によく似てきた。ただ，当時のアメリカとの違いは，アメリカでは四半期決算など短期
業績の傾向を批判する論文が数多く現れたが，現在の日本では，先端的な研究者ですら現状是認の姿勢を取り続けて
いることである。
２）企業の社会的責任を認識して，社会に対して積極的に貢献する広報活動のことをいう。パブリック（公共）という視
点から見た企業広報といってもよい。
３）ファン・リールの３分類は，重複がみられるという批判の余地があろう。上野［猪狩他,２００８, p.３７］は，マネジメ
ント・コミュニケーション，マーケティング・コミュニケーションの他，ソーシアル・コミュニケーションとビヘイ
ビア・コミュニケーションに区分している。この分類は，組織コミュニケーションを社会へのコミュニケーション戦
略と行動様式革新のコミュニケーション戦略の２つに区分したものである。
４）１９７２年のウォーターゲート事件は，ニクソン大統領が PRを隠蔽とか嘘といった悪いニュアンスで使ったため，アメ
リカではパブリック・リレーションズに代わってコーポレート・コミュニケーションの語が使われるようになったと
いう意見もある［井上,２００５, p.９５］。
５）ケチャムの効果測定尺度のほか，PRツールキット（PR協会の提案になる５段階アプローチ。方法論が確立されてい
ない），広告価値等価額（AVE，広告費の効果を利益で表示する試み。利益では表現できないとする意見が多い），メ
ディア・コンテンツ分析（コミュニケーション活動のアウトプットの効果測定。顧客の価値をあげることが目的であ
るから，本末転倒だとする意見が多い）が提示されている。
６）タイプ Aの行動パターンの特徴には，自分が決めた目標を達成しようとする持続的で強い欲求，競争を好み，永続的
な功名心，常に多方面に自己を関与させようとする傾向，身体的・精神的な著しい過敏症，強い攻撃性，大声で早口，
早い行動テンポ，同時に２つ以上のことを達成しようとする傾向があるとされている。鬱になりやすいタイプでもあ
る。
７）中国ではオンラインゲームやチャットに過度にのめり込む若者が問題になってきた。中国でのインターネット中毒者
は２００９年推定で２，４０４万人とされている。毎日新聞（２０１０／８／１６）ではその実情を報じている。
８）ミドル・マネジメントがコミュニケーションに費やす時間は，エクゼクティブよりは若干少なく８０％，現場のマネジ
ャーは７０％であるという。
９）明示されていないが，複数回答であった可能性が高い。
１０）調査は２００２年から２年おきに行われた第５回目の調査である。発送した３，０００社のうち，会社（および団体）２２６社（７６％），
自治体７２社（２４％）から有効回答が得られた。９月から１０月にかけて調査が行われた。
１１）「飲む」と「コミュニケーション」の合成語。著者も，入社１年目で上司から珍しく飲みに誘われたのであるが，そ
の席上で，仕事の仕方でやんわりといくつかの注意を受けたことがある。いまでもその上司には感謝している。ただ，
最近ではこの語は死語になったとされている。
１２）NPO法人「日本アクションラーニング協会」（HP）によれば，「アクションラーニングは，グループで現実の問題に
対処し，その解決策を立案・実施していく過程で生じる，実際の行動とそのリフレクション（振り返り）を通じて，
個人，そしてグループ・組織の学習する力を養成するチーム学習法」としている。アクションラーニングの構成要素
は，problem（問題），group（グループ），questions（質問），coach（コーチ），action（行動），learning（学習）の５
要素からなるという。http : //www.jial.or.jp/al/index.html（２０１０／１０／１現在）
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